
大和市会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例施行規則をここに公布する。 

令和２年３月３０日 

大和市長 大 木  哲 

 

大和市規則第１２号 

大和市会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、別に定めるもののほか、大和市会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末

手当に関する条例（令和元年大和市条例第４号。以下「条例」という。）の規定に基づき、会計

年度任用職員の報酬、期末手当等の支給について必要な事項を定めるものとする。 

 （会計年度任用職員の職及び報酬の額） 

第２条 条例第４条第１項及び第２項の規定により報酬を受ける会計年度任用職員の職及び報酬の

額は、別表のとおりとする。 

（報酬の支給日等） 

第３条 条例第５条第１項の規則で定める日は、毎月１５日とする。ただし、その日が日曜日若し

くは土曜日又は大和市一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年大和市条例第２

号）第９条に規定する祝日法による休日若しくは年末年始の休日（以下「休日」という。）に当

たるときは、これを繰り上げることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、任命権者が特に必要があると認めるときは、別に定める日を支給日

とすることができる。 

３ 報酬が日額又は時間額で定められている会計年度任用職員の報酬は、会計年度任用職員勤務実

績報告書に基づき支給する。 

（死亡した会計年度任用職員の報酬） 

第４条 大和市一般職の職員の給与に関する条例施行規則（昭和４４年大和市規則第１８号。以下

「給与条例施行規則」という。）第６条の規定は、死亡した会計年度任用職員の報酬について準

用する。 

（勤務１時間当たりの報酬額算出の基礎となる報酬額等） 

第５条 条例第６条に規定する勤務１時間当たりの報酬額の算出の基礎となる報酬額は、地方公務

員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２９条の規定により減給処分を受け

ている場合又は条例第７条の規定により報酬額を減額された場合においても当該会計年度任用

職員が本来受けるべき報酬額とする。 



（報酬の減額） 

第６条 条例第７条に規定する勤務しないことにつき任命権者の承認があった場合とは、次に掲げ

る場合とする。 

(1) 大和市会計年度任用職員の任用及び勤務時間、休暇等に関する規則（令和２年大和市規則第 

号）別表第３に規定する休暇による場合 

(2) 大和市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和２６年大和町条例第５号）第２

条の規定により職務に専念する義務を免除された場合 

(3) 大和市職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例（昭和４１年大和市条例第３０

号）第２条第１号に規定する場合で勤務しないことについて承認があった場合 

２ 前項第２号に掲げる場合に係る承認があった場合において、会計年度任用職員が国又は地方公

共団体等の事務に従事したことに対して報酬を受けたときは、当該承認がなかったものとみなし

て条例第７条の規定により減額した報酬を支給するものとする。 

３ 条例第７条の規定により報酬を減額する場合においては、報酬の減額の基礎となる勤務しない

時間数は、その月の全時間数によって計算するものとする。この場合において、１時間未満の端

数を生じたときは、その端数が３０分以上のときはこれを１時間とし、３０分未満のときはこれ

を切り捨てるものとする。 

（端数計算） 

第７条 条例第６条に規定する勤務１時間当たりの報酬額及び条例第９条の規定により勤務１時間

につき支給する割増報酬の額を算定する場合において、当該額に５０銭未満の端数を生じたとき

はこれを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げるものとす

る。 

２ 条例第７条の規定により減額すべき金額又は日割計算した報酬等に１円未満の端数が生じたと

きは、報酬の種類ごとにその端数を切り捨てるものとする。 

（通勤手当相当額報酬の支給等） 

第８条 通勤手当相当額報酬の支給開始月は、会計年度任用職員が大和市一般職の職員の給与に関

する条例（昭和２９年大和町条例第１号。以下「給与条例」という。）第１５条第１項各号に掲

げる通勤手当を支給する職員の要件（次項において「支給要件」という。）を具備するに至った

場合においては、その日の属する月とする。 

２ 通勤手当相当額報酬の支給終了月は、任用期間が満了する日の属する月とする。ただし、通勤

手当相当額報酬の支給を受けている会計年度任用職員が、支給要件を欠くに至った場合において

はその事実の生じた日の属する月とし、離職し、又は死亡した場合においてはそれぞれその者が



離職し、又は死亡した日の属する月とする。 

３ 前２項に定めるもののほか、会計年度任用職員に支給する通勤手当相当額報酬については、給

与条例施行規則第２４条から第３０条（第２９条第１項を除く。）までの規定を準用する。この

場合において、第２７条の２第１項第２号中「通勤２１回分（交替制勤務に従事する職員及び短

時間勤務職員にあっては、平均１か月当たりの通勤所要回数分）」とあるのは「１か月の通勤所

要回数分」と、第２８条中「平均１か月」とあるのは「１か月」と、第２８条の４第１項中「第

２条に規定する給料」とあるのは「翌月の大和市会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手

当に関する条例施行規則（令和２年大和市規則第 号。以下「会計年度任用職員報酬規則」とい

う。）第３条に規定する報酬」と、第２９条の２第３項中「給与」とあるのは「報酬」と、第２９

条の３第２項中「大和市職員の定年等に関する条例（昭和５９年大和市条例第８号）第２条の規定

による退職その他の離職」とあるのは「離職等」と、第２９条の４第１項中「第２９条第１項」

とあるのは「会計年度任用職員報酬規則第８条第１項」と、同条第２項中「月の翌月（その日が

月の初日である場合にあっては、その日の属する月）」とあるのは「月」と読み替えるものとす

る。 

（割増報酬の支給割合等） 

第９条 条例第９条第１項本文の規則で定める割合は、次の各号に掲げる勤務の区分に応じ、当該

各号に定める割合とする。 

(1) 条例第９条第１項第１号に掲げる勤務（次号に掲げる勤務を除く。） １００分の１２５ 

(2) 条例第９条第１項第１号に掲げる勤務のうち休日に行うもの及び同項第２号に掲げる勤務 

１００分の１３５ 

２ 条例第９条第１項ただし書の規則で定める期間は、給与条例施行規則第３０条の２第２項に規

定する期間とする。 

３ 条例第９条第４項の規則で定める額は、給与条例施行規則第３３条に規定する宿日直手当の額

とする。 

４ 給与条例第２５条第１項の規定は、会計年度任用職員に支給する割増報酬について準用する。 

（時間外割増報酬の支給） 

第１０条 条例第９条第１項及び第２項の規定による割増報酬（以下「時間外割増報酬」という。）

の支給については、時間外勤務等命令票に記載された時間を基礎として行うものとする。 

２ 時間外割増報酬の支給の基礎となる勤務時間は、その月の全時間数（時間外割増報酬のうち、

支給割合を異にする部分があるときは、その異にする部分ごとに各別に計算した時間数）によっ

て計算するものとする。この場合において、支給割合ごとの時間数に１時間未満の端数を生じた



ときは、その端数が３０分以上のときはこれを１時間とし、３０分未満のときはこれを３０分と

するものとする。 

（公務旅行中の時間外割増報酬） 

第１１条 公務により旅行中の会計年度任用職員は、その旅行期間中正規の勤務時間を勤務したも

のとみなす。ただし、旅行目的地において正規の勤務時間を超えて勤務すべきことをあらかじめ

命ぜられた場合において、現に勤務し、かつ、その勤務時間につき明確に証明できるものについ

ては、時間外割増報酬を支給することができる。 

（期末手当の支給を受ける会計年度任用職員） 

第１２条 条例第１０条第１項の規則で定める基準は、次の各号に掲げる要件をいずれも満たすこ

ととする。 

(1) 基準日（給与条例第２２条第１項に規定する基準日をいう。以下同じ。）に在職しているこ

と（基準日前１か月以内に退職し、又は死亡した場合（給与条例第２７条第５項本文の規定の

適用を受ける職員並びにその退職し、又は死亡した日において給与条例施行規則第３５条第１

号から第４号まで及び第９号のいずれかに該当する職員並びに給与条例施行規則第３６条第１

項第２号及び第３号に掲げる職員である場合を除く。）を含む。）。 

(2) 給与条例施行規則第３５条第１号から第４号まで及び第９号のいずれにも該当しないこと。 

(3) 任期の定めが６か月以上であること（当該任用においては６か月に満たないが、次のいずれ

かに該当することにより６か月以上となる者を含む。）。 

 ア 当該会計年度内における会計年度任用職員としての任期の定めの合計が６か月以上に至っ

た場合 

 イ 当該会計年度における任期の定めと、前会計年度（１２月２日から３月３１日までの期間

に限る。）における会計年度任用職員又は給与条例の適用を受ける職員としての任期の定め

との合計が６か月以上に至った場合（６月１日に在職する会計年度任用職員に対して支給す

る場合に限る。） 

(4) 当該会計年度任用職員について定められた勤務時間の１週間当たりの平均時間が１５時間３０

分以上であること。 

２ 給与条例施行規則第３７条の規定は、期末手当の支給を受ける会計年度任用職員の退職の取扱

いについて準用する。 

（期末手当基礎額） 

第１３条 条例第１０条第１項の規則で定める報酬の額（次項において「期末手当基礎額」という。）

は、月額により報酬が定められている会計年度任用職員にあっては、報酬の月額とし、日額又は



時間額で報酬が定められている会計年度任用職員にあっては、当該職員の受ける報酬額を月額に

換算した額とする。 

２ 期末手当基礎額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

（期末手当に係る在職期間等） 

第１４条 給与条例施行規則第３８条（第２項第２号、第３号及び第６号を除く。）から第３９条

の７までの規定は、会計年度任用職員に支給する期末手当に係る在職期間及び一時差止処分につ

いて準用する。この場合において、第３８条第１項中「条例第２２条第２項」とあるのは「大和

市会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（令和元年大和市条例第４号。

以下「会計年度任用職員報酬条例」という。）第１０条第１項において準用する条例第２２条第

２項」と、「の適用」とあるのは「又は会計年度任用職員報酬条例の適用」と、同条第２項第１

号中「第３５条第３号から第５号まで」とあるのは、「第３５条第３号及び第４号」と、第３９

条第１項中「条例」とあるのは「会計年度任用職員報酬条例」と、同条第２項中「前条第２項及

び第３項」とあるのは「前条第２項第４号及び第５号」と、第３９条の２第１項中「条例第２２

条の２」とあるのは「会計年度任用職員報酬条例第１０条第１項において準用する条例第２２条

の２」と、同項及び同条第２項中「条例の適用」とあるのは「会計年度任用職員報酬条例の適用」

と、第３９条の３、第３９条の５及び第３９条の７中「条例」とあるのは「会計年度任用職員報

酬条例第１０条第１項において準用する条例」と読み替えるものとする。 

（期末手当の支給日） 

第１５条 期末手当の支給日は、それぞれの基準日から起算して３０日を超えない範囲内において

市長が定める日とする。 

（委任） 

第１６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。  



別表（第２条関係） 

番号 会計年度任用職員の種類 報酬の額 

１ 事務補助員 時間額 
円

１，０１８

２ 宿日直 時間額 １，１３３

３ 市民相談員 時間額 １，７６９

４ 消費生活相談員 時間額 １，８１０

５ 建築紛争相談員 日額 ２０，０００

６ 市民生活安全相談員 時間額 ２，１０１

７ 国民健康保険レセプト点検員 時間額 １，２６１

８ 国民年金相談員 時間額 １，２６１

９ 安全安心指導員 時間額 ２，１１２

１０ 塵芥収集補助員 時間額 １，２４０

１１ 路上喫煙防止対策員 時間額 １，５００

１２ 電気保守補助員 時間額 １，２４０

１３ 車両整備補助員 時間額 １，２４０

１４ 事業系廃棄物適正処理指導補助員 時間額 １，２４０

１５ 中国残留邦人等支援相談員 時間額 １，５６０

１６ 健康運動指導士 日額 ７，５６０

１７ 歯科衛生士 時間額 １，８５４

１８ 住宅改修等訪問指導員 日額 ２７，０００

１９ 介護支援専門員 時間額 １，６００

２０ 要介護認定調査員 時間額 １，７１８

２１ 介護予防訪問指導員 日額 ９，５６０

２２ 介護予防運動指導員 日額 ２２，５００

２３ 看護師 時間額 １，５７３

２４ 生活保護特別相談員 時間額 １，９６１

２５ 生活保護医療扶助指導員 時間額 １，８２４

２６ 生活保護就労支援員 時間額 １，５６９

２７ 婦人相談員 時間額 １，５９４

２８ こども支援員 時間額 １，５９４

２９ 母子・父子自立支援員 時間額 １，７０７



３０ 保育士 時間額 １，１６０

３１ 託児員 時間額 １，０６０

３２ 調理補助員 時間額 １，０１８

３３ 用務員 時間額 １，０１８

３４ 保健師 時間額 １，６４０

３５ 助産師 時間額 １，６４０

３６ 管理栄養士 時間額 １，６４０

３７ 心理相談員 時間額 ２，６５６

３８ 低体重児発達相談員 日額 １３，５００

３９ 家庭相談員 時間額 １，５９４

４０ 心理発達支援員 時間額 ２，６５６

４１ 機能訓練支援員 日額 ２７，０００

４２ 放課後児童支援員主任支援員 時間額 １，３０２

４３ 放課後児童支援員副主任支援員 時間額 １，２３５

４４ 放課後児童支援員 時間額 １，１６８

４５ 放課後児童補助支援員 時間額 １，０６０

４６ 文化財調査主任 時間額 ２，５９３

４７ 文化財調査副主任 時間額 １，４７７

４８ 文化財調査員 時間額 １，２９３

４９ 市史・文化財補助調査員 時間額 １，１１０

５０ 海外友好都市交流事業事務員 時間額 １，８００

５１ 交通安全教育員 時間額 １，３０５

５２ 交通安全巡視員 時間額 １，４６７

５３ 通学指導員 時間額 １，１２５

５４ 非常勤講師 時間額 ２，３４０

５５ 少人数指導等非常勤講師 時間額 ２，０２０

５６ 学校給食調理補助員 時間額 １，０１８

５７ 日本語指導巡回教員 時間額 ２，０２０

５８ 日本語教育アドバイザー 時間額 ２，３４０

５９ 外国人児童生徒支援コーディネーター 時間額 ２，３４０

６０ 英語指導助手 時間額 ２，７７４

６１ 外国語活動指導助手 時間額 ２，５００



６２ 特別支援教育相談員 時間額 １，９１９

６３ 特別支援教育ヘルパー 時間額 １，０１８

６４ 特別支援教育スクールアシスタント 時間額 １，１００

６５ 学校司書 時間額 １，１００

６６ 中学校学習支援コーディネーター 時間額 ２，０２０

６７ 中学校学習支援員 時間額 １，１００

６８ 放課後寺子屋やまとコーディネーター 時間額 ２，３００

６９ 放課後寺子屋やまと学習支援員 時間額 １，１００

７０ 放課後子ども教室チーフパートナー 時間額 １，０６０

７１ 放課後子ども教室パートナー 時間額 １，０１８

７２ 教育史担当員 時間額 １，３９７

７３ 教育相談アドバイザー 日額 ３０，０００

７４ スクールソーシャルワーカー 時間額 ２，６５６

７５ 青少年心理カウンセラー 時間額 ２，６５６

７６ 教育相談員 時間額 １，９１０

７７ 青少年街頭指導員 時間額 １，９１０

７８ 教育支援教室指導員 時間額 １，９１０

７９ 不登校児童生徒支援員 時間額 １，１００

 


